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一 北海道経済 の変動分析{1、一
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第二次大戦後,北 海道経済開発が 日本経済成長のoutletとしてと りあげ ら
れ,既 に第二次開発計画の渦中にあるのであるが,こ の開発効果につ き,き び
しい批判論文がつぎつぎと発表 され,開 発計画は深刻な科学再検討を迫 られて
いる。 これには多 くの理由を教えたてることがで きるのであるが緻密 な理論的
研究への配慮が十分でなかった こと も重要な理由の一っであったよ うに思われ
る。 もちろんエ レガン トな理論 モデルを設定しただけで開発計画が進行すると
考えるのはカ リカ ッチ ュアであろ う。 ここで理論的研究 といっているのはデー
ターを整備 し実験を重ねなが ら理論仮設の検定を行い,北 海道経済の性格を定
量的に分析し解明す るとい うことである。
し　コ ユ
われわれ は別 に北海道産業連関表 のCompilationの作業 を行 ってお り,か
か る10Approachに よって上 の問題 に取組 む ことが近 く期 待 され てい る。
ロ 　ロ 　
しか し これ と並んでKlein流 のいわゆ る計量経 済学 的な分析手法 も大い にそ
の真価 を発揮で きる もの と思 われ る。特 に統 計学の急速な進歩 とその実用化が
普及 してい る今 日KleinApProachは大 いにその メ リットを認識 させ てい る。
本研究 はKleinApproachによって北海道経済の変動態様 を分析 す る目下進
行中の作業 の一部 で ある。
本稿を草するに当り小樽商大竹内清助教授から数多の御教示に預 った。又データー
の所在等についても御指示をうけた。 四半期別データーの集計そめ他厄介な作業は小
樽商大清水川緋紗子助手に負っている。 しかし尚誤 りがのこ・ているとすればそれは
全 く筆者のものである。
1北 海道産業連関研究会,昭 和30年北海道産業連関表一第二次試算表一(1959)昭
和34年の表は目下作成作業中。 この完成をまって開発計画の検討 と,新計画案を提
案する予定。
2 商 学 討 究 第10巻 第4号
2
本稿では北海道の消費構造の解胴を問題 とする。消費の分析は計量経済学的
な研究の中で も,と くに輝 しい分野であ り,活発な論戦を通 じて不朽の業績を
数 多 く積重ねて きた。ロバー ト・ファーバーは これか ら論争結果をしめ くくっ
しの
て明快な概観を与えているが,わ れわれの目的は北海道経済の見取図を うるこ
とにあるのであるか ら内容は第一一にこの目的によって限定 され る。第二には資
料か らくる限定である。道民所得(分 配道民所得)・については精粗の差 こそあ
れ昭和23年以来道統計課か ら発表 されてい るが支出所得のデーターは28年以前
の ものがない。従ってわれわれの分析は資料の点で さし当 り28年以前に遡 るこ
とがで きなかった。その上消費函数の分析はわれわれの画 く北海道経済モデル
の一環 をなす ものであ り,連立方程式体系の一部に外な らない。従って連立方
程式を同時推定しよ うとい う場合には標本の大 きさが決定的な問題 となる。わ
れわれのモデルでは少 くとも20くらいの標本は必要 と思われ るので,分 析基点
を昭和28年にとると,こ れだけの標本を年次デ 一ーターか らとることは不可能で
ある。 この困難 を克服する一っの方法は期間を短 くした四半期別データーを用
い ることである。 もちろん四半期別データーによって標本の大 きさを増しても
それだけ情報が 多 く与えられた ことには必ずしもな らないし,経 済変数によっ
ては年単位でしか考え られない もの もある。更 に四半期別のデーターにな ると
その入手の困難が加速度的に増加し,な かには年次データーか ら人工的に作 り
出 さざるを得ない もの もでて来 る。本稿の消費函数の分析で も可能な限 り月次
資料に当 りなが ら,発表 された年聞の消費支出に合わせ るために若干人工的に
データーをつ くり出す結果になった。 この点将来信頼で きるデーターの入手に
よって修正していかなければな らない。
発表 された四半期別デー ターのない ことが消費函数の分析 を極度 に困 難 に
し,そ のために払らた手数は予想以上に大 きく,その上分析結果自体に も多 く
の不満を残す ことになった。まつわれわれは既発表のデーターか ら月間の勤労
者家計(都 市)一 般家計(都 市)農 家家計,漁 家家計の収支を計算し,法 人所
得,官 公事業剰余金その他にっいては年次データーか ら作 りあげ,こ れ ら収支
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の合計を発表 されてい る年分配道民所得,年 個人支出と対照 しなが ら調整 し,
最終的な月間データーを揃い,し かるのち所望の西半期別デー タ ーを準備 し
た 。
3
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われわれが テス トした消費函数は次の三っのタイプである。
TypeI
TypeII
TypeIII.
ATypeI
Ct=α+βY`
C,=α+βY,+γC'
C!は その期 を含む過去4四 半期の平均消費水準
C,=α+βY,+γCmax
Cm。xはその期 を含 めぬ 過去4四 半期の最高消費水準
これは ラ ッグを もた ない最 も単純 な消費函数で あるが,経 済が全体 として高
い成長 率 を もっ てい る場合に は,消 費が単 に過去 の所得 のみな らず,将 来の見
込所得 に も依存 すす るために,ラ ッグの影響が ほとん どあ らわれず,後 にみ る
よ うに現在 所得 と現在消費の相関 関係 はかな り強 い もので あ る こ とが 知 られ
る。推定の結果 は次 の通 りで ある。
C,=:29,475,398十〇.51Y,
(0.053).
Rcy=0.93(自由度調整済)
い ま回帰係数bの 有意検定 を してみ よ う。
bO.511
t=S
、=0.05ぞ9・65>2・101=t・ ・5d・f・=18
したが って無帰仮説 は5%の 有意水準で棄却 され る。別言すればb=0が 受
容 され る確率 は0.00001%にすぎない。
同様 に帰無仮説 ρ=0を 検定す ると
R2
t'=(d・f)1-R・
か ら 舳
2流 動資産仮説に基づく函数 いわゆる恒常所得仮説に基づくもの,人 口を導入 し
た場合の函数等については本稿に間に合わなか った。
一4一 商 学 討 究 第10巻 第4号
t==9.3>2.101.・=t.05d.f.=18
それ故帰無仮説 は5%の 有意水準 で棄却 され る。す なわ ち得 られtc相関係数
は有意的 として認容 され る。
限界消費係数0.51は 一見低 すぎ るよ うに見え る。 しか し ここで係数 は分配
道民 所得 に対 す るそれで あって,可 処分所得 に対 す るそれで はない ことに注意
して もらいたい。第二 に この函数の推定 には戦後最大の不況 といわれ る昭和25
年が入 っていない こと も考慮 されねば な らない。第三 に昭和23年か ら昭和32年
まで にっいて筆 者の試みに試論的 な作業 によ ると,道 民所得 の成長率は,当 該
期 間の国民所得 の成長率 よ りも大 き く,こ の一半の理由 な全 国平均 よ りも僅か
に高 い貯蓄率 に よって説 明で きるか もしれ ない。 第三 にネガテ ィグ な ジャス ティ
フ ィケーシヨンで あるが デー ターの不完全の ために,す なわ ち四半期別 データ
ー作成 に伴 う観測誤差の故 に限界消費率が幾分低 めにで た ものか もしれ ない。
この点 は更 に刻 明に検討す る必要が あろ う。デー ターの不完全性 は又相関係数
を他の諸学者 に よる全国のそれ よ りも若干低 くさせ てい るよ うで あ る。勿論相
対 的 に低 い相関係数 をデ ーターのせ いにす る確た る理 由は ないが,三 っの消費
函数 が と もに0.9前後の相 関係数 しか 与え ていない ことか ら,こ れはデーター
の ためで あろ うとい う若干の予想が たつわけで あ る。相 関係数 が幾 分低 いに も
拘わ らず,理 論値 と推定値の 間の誤差率 は満足で きるほ ど低 い よ うで あ る。 こ
の関係 は第1表 によって示 され る。 これだ けのデ ーターで は論証が 不十分で あ
るが 誤差 にあ る種 のシス テマティ。クな変動の あ る ことで あ る。28年後半か らの
■
景気後退期には誤差が プラスにな り,30年の景気上昇期 には これが マイナスに
転 じてい る。 この景気変動 に符 合 した誤差 の変動 は,か な り高 い系列相 関係数
の存 在を 予想 させ,こ の種の単純 な消賃函数の妥 当性 に疑い を もたせ る。 この
誤差 を不規則化 で き,景 気の各局面 にわた る消費行動 の変動 を説 明で きる消費
函数が え られ るな らば,そ の方が よ り高い説 明力 を もつ ことは明 らかで あ る。
Typelの 函数がactualincomeとactualconsumptionとの 間 にか な り高
い相 関関係の あ る ことを示 してい るか らといっ て,こ れだけか ら恒常所得仮説
を棄却す る反証 には な らないで あろ う。
BTypeIICt=α+βy・+γC,
消 費 函 数 の 分 析(地 主)
第1表
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(単位百万円)
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この函数 ・特長 は現在消費を単に現在消費だけでな く,現在を含む過去4四
半期の所得水準の平均に依存す るとした点である。 これは消費行動が過去の消
費慣習に強 く影響 されるとい う周知の伝説を意味してを り,例えばデ ューゼン
ベ リーが 「消費を過去の単一期間の所得に依存 させ るよりは,過 去の所得の移
ロコ
動平均 に依存させ る万が合理的 と思われる」 と述べてい る主張に近い。特に経
済が一途に成長 してい る場合には過去一年の消費慣習がその期の消費圧力 とし
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て働 くことは十分に考え られ ると ころである。推測結果を示す と
Ct=14,565,964十〇.281Ys十〇.48C/t
(0.0992)(0.188)(単 位 千 円)
R=O.938(自 由 度 調 整 衡)
前 と 同 じ よ う に β=O,γ=0と い う帰 無 仮 説 の 検 定 を し て み よ う 。
tt=o・se8t/o.o.9=2.58>2.110=t.05d.f.20--3==17
t2=o'473/o.iss・2.54>2.110=t.05d.f.20--3=17
す な わ ち回 帰 係 数 β=0.Z81,γ ・O.48は5%の レ ベ ル で 有 意 的 と 考 え ら れ
る わ け で あ る 。
帰 無 仮 説 β=:γ=oは 次 の よ う にF検 定 す る こ と もで き る
分 散 分 析 表
-
要 因 自 由 度 平 方 和 平 方 平 均
Total
Regression
残 差
19
●
2
17
i
9,526,673,989,C82,01工i
8,5G6,4・5,849,685,63514,253,2C2,924,842,567
、,。2。,26晒396,375}6G,。 、5,772,9C5,692
i
F一遇2認lll釜 器1器 一7・887>7・35-F1,at・・5%
すな わ ちRegressionは0.5%の有意水準で も明 らかに有意で あ り帰無仮説
は棄 却 され る。
TypeIIの消費函教におい ては相関係数 の大 きさはTypeIの それ とほぼ
同一 であ るが,回 帰係数 β がTypeIの 場合 に比 して約半分 くらいに落 ちて
い る。つ ま り今期 の の消費は今期の所得圧力 によ るよ りは前4四 半期平均の消
費圧力 によ り一 層強 く依存 してい るとい う暫定的解釈 も成立つ わけで あ る。 し
か し問題 はの こる。所得Y・ と平均 消費支出Cノ との間にMulticolinearityが
存 在す るとい うことで あ る。相 関係数rc・yは約0.89で,説 明変数の間 に こ
れ程高 い相関関係が存在 す る ことは回帰方程式 の推定値の信頼性 を極度 に低 め
ることに な り,最 小二乗推定 の条件 を満 さない。 これ を廃除 す る作業 を目下進
めてい る。理論値 と推定値 との間の関係 は第2表 によって示 され る。誤差 は若
干 システマテ 。クな運動 をしてい るが,こ れはDarbin&Watsonの統 計量
消 費 函 数 の 分 析(地 主)
(d1)によ っ て 検 定 で き る 。 計 算 結 果 は
di=O.524
第2 表
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(単位百万円)
実 際 値 推 定 値 誤 差
C, δ亀 C,_6,
誤 差 率
C,-6,
C,
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これは残差 の間の系列相関が か な り高 い ことを示 してい る。 われわれはCノ の
運動 を説明す る重要な変数が欠 け てい るか もしれ ない とい う予想 を立 てる こと
もで きる。
TypeIIでは新変数C!が 導入 されたのであ るが 果 して これが変数Cの 変
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数Yへ の回帰係 数に対 していか な る効 果を もつで あろ うか,す なわ ちC!は
説 明変数 として有用で あろ うか,あ るいは無用 な もので あろ うか。 この点で か
　の ロの
な り明確 な判定 基準を 与えて くれ るのがBunchmapで ある。上の消費回帰方
程 式 か ら次の相 関行 列が与 え られ る。
/ll総ノ=
C=bCYY・=γcyY
C=bcc・Cノ=γcc・C/
Y=bYC・Cノ=γYC・C!
●
、 更 に
C=bCY.c・Y十bcc・.yCi
Y=byc.c・C十byc,.cC/
Cノ=bb竜.YC十bc・y.cY
数 値 を 導 入 す る と
C=0.91Y
G=0.91C!
Y=0.89C!
RCY
Rcc
ldC
=dY=_b
YC.C・
bc・y.c・dC
==-b
CC・.Y
同 様 に
一 〇.10dC
=bcc,.ydCノ=
0.17
bYC・8cdC!
・=-dC=一一b
YC.C,
[。』、Ofll:鋤ヨ
気0.910.891
(2・1),(2.2),(2●3)カ 〉ら
0.10
dC-b・Y・…Y-『 『 」Yry21dY
RYYO17'∠YAY
=
RycO。10
006'dYAY
=一
一〇10
dC/
0.06∠C!
0.10
(1)
(1・1)
(1・2)
(1・3)
(2・1)
(2・2)
(2・3)
(1・1)ノ
(1・2)'
(1・3)ノ
(2・1)!
(2・2)!
(2・3)!
(2・1)"
(2・2)"
消 費 函 数 の 分 析(地 主)
」c㍉ 輪4α 一量lil14α
bcc・.Y-0.10
bCY.cr∠cノ=一 一一6「=16-
.dY==-
olO6
dY・b・溜 α=ず 万
0.171
aY「 煎 「4cノ=石薔
一9一
(2・3)"
(2・1)ノ"
(2。2)"'
(2●3)"ノ
以上の与 え られた条件 か ら次の よ うなBunchMapが 画か れ る。既 に 知 ら
れ てい るよ うに新変数 を導入す る ことによってえ られ る新 しいbunchが 新変
FiglBunchMapI
謂
lo.
cY σ σ荊蝋 ユ YCmOPt
1}t 'rCr畷O
…数 を導入す る前 のbunchに 比べ て次 の諸条件 をみたす と きには,そ の新変数
一10一 商 学 討 究 第10巻 第4号
き
は,変 数Xiの 変数Xjへ の回帰に対 して決定的にusefu1と判断 され る。
(a)新 しいbunchのbeamsが もとのbunchのbeamsに 比 べて非常 に
引締って くる。
(b)新 変数のbeams(すなわ ち新 変数の方 向のregressionからえ られ る
beam)が他のbeamsの 存在範囲の内側 に入って くる。
(c)新 しいbunchに お け るbeamsの全体的方向 が,も と のbunchに
お け るbeamsの全体的方 向に比べ て著 し く変化す る。
然 らざ る場 合には新変数 はsuperfluonsと考 え られ る。superfluityの他の
判定基準は,新 しいbeamが 他のbeamsよ りもは るか に短 く,し か も他の
beamsは新変数 の導 入によって著 し く短縮 されてはいない とい うことで あ る。
われわれのbunchmapに おい て条件(a)お よび(b)は 瀧 され ないが条件
(C)は満 され,そ の上他の変数のbeamsが新変数の導入によって著 し く短縮.(
されてい る。従って新変数C,の 導入 につい て決定的 な判定 を下す ことはで き
ないが一応usefu1と考 えてな らない理 由はないで あろ う。元来bunchmapに
よ るテス トには主観的要素が 多分 に入 り込 むので あるか ら,こ の方 法 は他の判
定基準 に代 るべ きものでは な くしてそれを補 うもの と解すべ きで あろ う。
3bunchmapmethodで は一 応 次 の 基 準 に従 って 新 し く導 入 され る変 数 をuseful,
superfluousおよびdetrimentalの3つの カ テ ゴ リー に 分 け る こ とが で き る。
A.新 変 数 がusefulと な る条 件
a.新 しいbunchのbeamsが も とのbunchのbeamsに 比 べ て 著 し く締 ノて
い る 。
b.新 変 数 のbeamが 他 のbeamの 存 在 範 囲 の 内 側 に落 ち る 。
c,新 しいbunchに お け るbeamsの 全 体 的 方 向 が も と のbunchに お け る
beamsの全 体 的方 向 に比 べ て 大 きく変 化 す る。
これ らの 条 件 が 全 部 満 され な くて も一 部 が 満 され るだ けでusefu1と 判 断 して
よい 場 合 が 多 い 。
B.新 変 数 がsuperfluousとな る条 件
a、 新 変 数 を導 入 す る こ とに よ)て え られ るbunchが も とのbunchに 比 べ て
a-cの 条 件 を満 さな い 。
b、 他 の変 数 のbeamsが 新 変 数 の導 入 に よPて 著 し く短 くは な らな い 。
c新 変 数 に 対 応 す るbeamが 他 のbeamsに 比 して 著 し く短 い 。
C.新 変 数 がDetrimentalとな る条 件
a.新 しいbunchのbea㎡sが も とのbunchのbunchに 比 べ て大 きな拡 が り'
を示 す 。
b,bemsの 全 体 的方 向 は 殆 ん ど変 化 せ ずbeamsの 揃 い方 が 前 よ り も悪 く な')
て い る。
消 費 函 数 の 分 析(地 主)-11-
CTypeIIIC・=α+βY・+γCmax
ここで は,消 費が現在所得 と,そ の期 を含 まない過去4四 半期 の最 高消費水
準 に依存す る もの と考 え る。 これ は最高消費慣性 を決定的 な要 因 と考 え るブ ラ
ゆ コ
ウン型消費函数にならった ものであるが,不 断に成長してい る経済では前期の
消費氷準が最高消費水準 と考 えられ る可能性が きわめて強い。ただわれわれの
モデルでは四半期別データーを取扱っているため,今 期の消費水準がたとえば
前四半期の消費水準に影響 され るとい うことになるか もしれない。消費行動が
かような短期間前の消費水準で左右 され ると考 えるのはたしかに現実的な推論
とはみなし難いか もしれない。しかし成長過程の消費行動には単に過去の消費
慣習の維持 とい う要件だけではなく,よ り高い消費期待が常に働いている。従
ゆ　
って既 に試 み られたよ うに過去の最高消費水準 を1年 以前 までの最高消費水 準
で考 え るよ り もTypeIIIのよ うに1四 半期以前までの最高水準で考 えた方が
よい といえない こと もなかろ う。少 くと もこうい う函数 を検討 してみ るだ けの
佃 値 はあろ う。
最小二乗推定の結果 は次 の とお りで あ る。
C,=22,648,528十〇.396Y,十〇.227Cmax
(0.0899)(0.1428)(単 位千 円)
R=0.914(自 由度調整済)
仮説検定
Hoβ;β==O
Hoッ;γ=0
0.396
t=一繭 亜=4・41>2・110=t・ ・5
t一 轟=・.59<2.…-t.・ ・
>1.333=t.20
forβd.f.17
●
forγd.f.17
forγd.f.17
5%有 意水準 で回帰係数 β=0は 棄却 され るが 回帰係 数 γ=0は 認 容 され
る。す なわ ち帰無仮説 は γ につ いては棄 却 されない。 これが棄 却 され るのは
有意水 準20%においてで あ る。従 ってC・ のCm。。に対 す るregressionはま
つ さして重要では ない とみてよい。そ こで分散分析法に よ り回帰方程式 の綜合
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的 な有意検定 をしてみよ う。
分 散 分 析 表
要 因 自 由 度 平 方 和 平 方 平 均
Total
Regression
残 、差
19
2
17
9,526,673,989,082,011
8,213,357,529,638,0C61
エ・313・316,459・444・0051
4,IO6,687,764,819,001
77,015,772,905,692
F==77
,015,772,9G5,692
4,253,2C2,924,842,567=53・325>7・35=F17atO・5%
それ故 β`γ=0と い う帰無伝説 は棄却 され,こ のregressionの存在が認容 さ
れ るので ある。次 に実際値 と推定値 の関係 は ど うだ ろ うか。第3表 は この計算
結 果を示 してい る。 ここで も誤差 にか な り明瞭 なシス テマテ ックな動 きが看 取
され る。ただ誤差率 は きわめ て低 くtfO'だか2%強 にすぎ ない。そ こで系列相
関 の 有 無 をDarbin&Watsonの統計量(dノ)によって検定 してみ ると
d'=27(dt-d,_1)2/Σd宅=o.758
この値 いは残差 の間に系列相 関が存在す る こ と を示 し て い る 。 これは 当該
regressionにあ る説 明変数が欠 け てい ることによ る ものか もしれない。少 くと
も系列相 関が存在 す ることは最小二乗推定の条件 を欠 くことにな り,え られた
regressionは統計的 に信 頼度の著 し く低 い もの となる。
前 と同様 に新変数Cniの 導入の可否を判定 す るた めにBunchMap法 を用
い てみよ う。 ここで相 関行列は
γccγycγcmc10.910.84
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
???
?
?
?
?
?
。?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
㍗
10.82
0.821 〕
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Cm=bcmC.YC十bcmY.cY
第3表
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(単位百万円)
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誤 差
C一 δ
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一 ユ
,655
-1
,052
679
489
502
86
97
826
誤 差 率
C
〈?
0,006
0.OOg
O.OO9
0.OO6
0.OO6
0.001
-O .004
0.OO2
-○ .OO1
--O.Oll
-0 .009
-O .CQ2
-C .023
-0 .Ol3
-0 .OOg
O.CO6
0.OO6
0.OOl
O.OOl
O.0ユ○
これか ら
'
dC=bCY.c,ndY==
0.22
dC=
1
bYC.cm
bc鳳 、GY
dY=
一 〇99
029
∠C=_
0.22
bCmy.c
げ一 〇 〇9AY=-0.66
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dC=bccmax-Y∠Cni= 一 。:。9dC・n
4C-一 畿4C叫 一一1:ll4Cm
4しrb。∴哩 轟=219
b{℃m.Y-009
dY=一 一b
。Y.。m4Cm=一 竃 秀2ACm
OO61iY
=b・ ・m・・dCm=0029」Cm
o
1017
∠Y㍉
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り
以上の条件 か らmapを 画 こう。図か ら直観的 に明 らか なよ うに,ま つ 新 しい
bunchのbeamsがもとのbunchのbeamsに 比べ てよ り大 きな拡が りを示
してお り,新 変数 のbeamが 他のbeams存在範囲の外側に落 ちてい る。 ここ
か ら新変数 はsuperplnousと判断 してよいで あろ う。
以上 の分析か らC。、を説 明変数 として導入す る理 由は甚 だ脆弱 とな り,過 去
一 ケ年間の最高消費水準 を最高消費慣性 のilldexと考 え るわれわれの仮説 は,
現 実的 に説 得力を欠 くもので あ る ことが検証 された。消費行動 は元 来一 時的 舜
む
経 済変数の変動によって急激 な影響 を うけ るものでは な く,む しろ恒常的な変
動 に徐 々にadjustする傾向が あ ることを考慮す るな らば,TypeIIIの 消費
函数が現実的に妥 当 しない ことが立証 された ことは,あ る意味では当然 といえ
よ う。 しかし成長 過程 では成長慣性が消費行動 に与 え る影響 も無視で きまい。
何 を成長慣性のindexにとるか は残 された問題 で あ る。
4
われわれが推定 した以上三つのタ・fブの消費函数は,北 海道経済における消
費行動 を反映す る単純にして本質的 な仮説に基づ くものであるが,と りわけ単
純なTypeIの函数が最 も説得性の強い ことが明 らかにされた。しかしはじめ
にのべたよ うにデーターが極めて不完全であるためにわれわれの結論に全幅の
信 頼をお くことはで きない。われわれの作業はまつ信頼にた るデーターを用意
す ることであろ う。われわれは経済変動を説明す る基本的な行動方程式 を最小
二乗推定 して各方程式の形態を決定 し,し か るのち これか ら方程式 を連立させ
て改めて同時推定し,構 造係数の正確度を高め,信 頼度 を強め る こ と も試 み
る。消費函数の最終的な推定はそ こで終 る。それに も拘わ らず本稿の結果は北
海 道経済の消費行動の方向を示す ものといえる。一っの試論的な作業ノー トと
し・てはそれだけの価値があるといえよ う。
一16一 商 学 討 究 第10巻第4号
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